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●用語解説 

用語 説明 

あ行 

アウトソーシング 
民間事業者等の有する事業運営上のノウハウを活用し、区民サ

ービスの向上をめざす取組。 

アウトリーチ 
「手を伸ばすこと」を意味する英語から派生した言葉で、公的

機関や文化施設などによる地域への出張サービスのこと。 

空家等 

空家等対策の推進に関する特別措置法第２条第１項に定められ

た、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使

用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木

その他の土地に定着するものを含む。）をいう。 

イノベーション 

「技術の革新にとどまらず、これまでとは全く違った新たな考

え方、仕組みを取り入れて、新たな価値を生み出し、社会的に

大きな変化を起こすこと」など定義は多岐にわたるが、総合計

画では地域課題解決につながる新たな技術等のことをいう。 

 

インバウンド 
外国人が訪れてくる旅行のこと。日本へのインバウンドを訪日

外国人旅行または訪日旅行という。 

ウェルビーイング 

身体的・精神的・社会的によい状態にあることで、短期的な幸

福のみならず、将来にわたる持続的な幸福を含むもの。また、

個人のみならず、地域、社会が持続的によい状態であることを

含む包括的な概念。 

 

雨水の浸透機能 
緑地、植栽、農地等の土壌や透水性の舗装等により、雨水を浸

透・貯留させる機能。 

埋立島部 平和島、東海、昭和島、京浜島、城南島を指す。 

オープンイノベーション 

「技術を求める組織と、技術を持つ組織が出会い、新しい価値

を創造するための手段」など定義は多岐にわたるが、総合計画

では単なる受発注関係にとどまらず、新たに生み出したい価値

を共有した上で多様な主体と区内企業とが連携して新製品等の

開発に取り組むことをいう。 

 

オープンスペース 一般に開放されている公共性の高い空間。 

温室効果ガス 

太陽光線によって暖められた地表面から放射される赤外線を吸

収して大気を暖め、一部の熱を再放射して地表面の温度を高め

る効果を持つガス（二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化

二窒素（N2O）、フロンガス等）。 

 



243 

 

用語 説明 

か行 

カーボンハーフ 

温室効果ガス排出量を 50％削減すること。温室効果ガスの排出

量と吸収量を均衡させることによって、排出量を実質ゼロにす

るカーボンニュートラルに向けた中期目標として設定されるこ

とが一般的である。大田区では「大田区脱炭素戦略（令和５年

３月策定）」において、令和 12（2030）年度までに平成 25

（2013）年度比でカーボンハーフをめざすことを定めた。 

回遊促進 
地域内を渡り歩き移動する・歩き回るといった行動を促すこ

と。 

かかりつけ医 

健康に関することを相談できる上、最新の医療情報を熟知し

て、必要な時には専門医、専門医療機関を紹介してくれる、身

近で頼りになる地域医療、保健、福祉を担う総合的な能力を有

する医師。 

核家族化 
夫婦のみの世帯、または夫婦（ひとり親の場合も含む）と未婚

のこどものみの世帯が増加する現象。 

仮想空間 

インターネット上に構築された三次元の仮想世界。ユーザーが

アバターを通じて自由に活動し、他者と交流することが可能。

メタバースともいう。 

管理不全空家 

空家等対策の推進に関する特別措置法第 13条第１項で謳われて

いる、適切な維持管理が行われていないことによりそのまま放

置すれば特定空家に該当することとなるおそれのある状態にあ

る空家等をいう。 

基幹財源等 
区の歳入の基幹となる特別区税・特別区交付金・税連動交付金

等のこと。 

基金 

特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額

の資金を運用するために設けられるものであり、財源の年度間

調整を図る機能の一つのこと。 

技能系 自動車運転・介護指導・警備・調理・用務等の職務。 

旧耐震基準 昭和 56年５月 31日まで用いられていた耐震基準。 

狭あい道路 
建築基準法第 42 条第 2項の規定により指定された幅員４ｍ未

満の道路のこと。 

協働 

区民をはじめ自治会・町会、団体・ＮＰＯ、事業者及び区が共

通の目的を持って、相互に自主性を尊重しつつ、それぞれが持

つ知識、技術などの資源を提供しあい、協力して取り組むこ

と。 
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用語 説明 

共同化 

総合計画では、複数の宅地を一つの宅地（敷地）にまとめて建

物を整備し、複数の権利者が一体的に建物を利用することをい

う。 

協働的な学習 

探究的な学習や体験活動などを通じ、こども同士で、あるいは

地域の方々をはじめ多様な他者と協働しながら行う学びのこ

と。 

拠点 

まちづくりにおける拠点とは、その都市や地域の中心的な役割

を果たすエリアのことで、商業、文化、行政などの主要な機能

が集積している地区のことを指す。 

緊急医療救護所 

区内で震度６弱以上の地震が発生した場合、発災直後からおお

むね 72時間までの間、災害拠点病院等病院の敷地内等に開設

し、地域医療関係者と連携してトリアージ（傷病者の状態の重

症度や緊急度を判定して治療の優先度を付けること）と軽症者

の治療を行う場所。 

緊急輸送道路 

東京都地域防災計画に定める、高速自動車国道、一般国道及び

これらを連絡する幹線的な道路並びにこれらの道路と知事が指

定する拠点（指定拠点）とを連絡し、又は指定拠点を相互に連

絡する道路のこと。 

グランドデザイン 
めざすべきまちの姿とその実現に向けたまちづくりの方向性と

取組を示したもの。 

グリーンインフラ 

住みやすいまちをつくる社会基盤施設（インフラ）に、海、河

川、池、緑地等の自然環境（グリーン）が有する機能を活用す

ることで、まちづくりの課題解決につなげる取組。 

（仮称）グリーン基金 

区民・事業者と連携し、「大田区らしさを表すみどり」の保全・

活用やグリーンインフラの事業推進など区内のみどりの魅力向

上につなげることを目的とした基金。 

経営資源 
継続的・計画的に事業を実施するために必要となる、ヒト・モ

ノ・カネ・情報などの資源。 

軽症者救護所 

区内で震度６弱以上の地震が発生した場合、発災直後からおお

むね 72時間までの間、学校の敷地内等に開設し、地域医療関係

者と連携してトリアージ（傷病者の状態の重症度や緊急度を判

定して治療の優先度を付けること）と軽症者の治療を行う場

所。 

経常収支比率 

人件費、扶助費、公債費等のように容易に縮減できない経常的

経費に、地方税等の経常一般財源等がどの程度充当されている

かによって財政構造の弾力性を測定するものであり、歳入構造

と歳出構造をリンクさせた総合的な指標のこと。 
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用語 説明 

現員数 
現に在職する職員数から休職、育児休業などの大田区職員定数

条例で定める定数外職員を除いた職員数。 

健全性判定 損傷の種類や範囲、数などから橋の健康状態を判定すること。 

権利擁護支援検討会議 

支援者が権利擁護に関して悩むケースや複雑な課題のあるケー

スに対して、専門的な知見と法的根拠を基に多角的な視点で今

後の支援方針や意思決定支援、チーム支援のあり方等を検討

し、専門職等から助言を得ることを目的とした会議。 

広域連携軸 
幹線道路及び鉄道等を骨格とした都市間の連携や交流の促進及

び強化に資する広域交通ネットワーク。 

高規格堤防 

従来の堤防より幅が広く（堤防の高さの 30倍程度の長さを堤防

として整備）、災害発生時において壊滅的な被害を防ぐことがで

きる堤防のこと。高規格堤防の上には、新たに良好な住環境が

形成でき、周辺住民等の避難場所としての機能を発揮する。 

公共交通不便地域 
大田区では、鉄道駅から 500ｍ以上かつバス停からも 300ｍ以

上離れている地域を、公共交通不便地域と設定している。 

公共施設マネジメント 
自治体経営の視点から、公共施設を総合的かつ計画的に管理・

運用及び利活用する仕組みのこと。 

合計特殊出生率 
１人の女性（15 歳から 49歳）が一生の間に出産するこどもの

平均人数。 

交通結節点 
異なる交通機関（又は同じ交通機関）が相互に連絡し、乗換え

や乗継ぎができる駅などの場所。 

高度利用 

都市計画又は建築基準法に基づき、道路、公園、広場等の適正

な整備と併せて建築物の容積率又は高さの制限を緩和すること

により、土地をより高度に利用すること。都市部など土地利用

が限られる場所で、土地や建物を最大限に活用するための方

法。 

公募設置管理制度（Park-PFI） 

都市公園の質の向上・公園利用者の利便の向上を図る整備・管

理手法として、飲食店・売店等の設置と、そこから生じる収益

を活用してその周辺の園路・広場等の整備・改修等を一体的に

行う民間事業者を公募により選定する制度。民間事業者の資金

の活用により、公園管理・運営に関する行政の財政負担軽減も

期待できる。 
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用語 説明 

合理的配慮 

障がいのある人が、障がいのない人と同じように活動すること

ができるように、物の形やルールなどを変えたり、支援する人

を置いたりする行為のこと。 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」における

「合理的配慮」は、障がいのある人や家族等から、何らかの配

慮を求める意思の表明があった場合において、その実施に当た

り、過重な負担がないものとされている。 

コーホート要因法 

年齢別人口の加齢に伴って生じる年々の変化をその要因（死

亡、出生及び人口移動）ごとに計算して将来の人口を求める方

法。 

国際都市おおた 

大田区では、「世界中の人々が訪れたくなる魅力やおもてなしの

心と、誰もが暮らしやすく平和で豊かな生活、そして羽田空港

を通じた世界との多彩な連携により生み出される産業や文化の

にぎわいを、地域力を活かして創造する都市」と定義してい

る。 

心のバリアフリー 
様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々が、相互に理解

を深めようとコミュニケーションをとり、支えあうこと。 

子育ち こどもが主体的に育つこと。 

こども（・若者）の最善の利益 こども・若者にとって最もよいこと。 

こども施策 

こどもの健やかな成長に対する支援や子育てに伴う喜びを実感

できる社会の実現のための支援を主な目的とする施策に加え、

これらと一体的に行われる施策を含む、こどもや若者に関する

幅広い取組。 

こどもの権利 

日本を含む世界 196の国・地域が締結している「児童の権利に

関する条約」では、18歳未満の児童（こども）を権利を持つ主

体と位置付け、大人と同様、一人の人間としての人権を認める

とともに、成長の過程で特別な保護や配慮が必要なこどもなら

ではの権利も定めている。４つの大切な考え方として、①差別

の禁止、②こどもの最善の利益、③命を守られ成長できるこ

と、④こどもの意見の尊重、がある。 

こどもまんなか社会 

全てのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法及びこども

の権利条約の精神にのっとり、生涯にわたる人格形成の基礎を

築き、自立した個人としてひとしく健やかに成長することがで

き、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしく

その権利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的に将来にわ

たって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることがで

きる社会。 
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用語 説明 

個別避難計画 

災害発生時に避難行動要支援者が避難できるよう「避難先」、

「避難経路」、「避難の支援をしてくれる方」等を記入する計

画。 

コロナ禍 
新型コロナウイルス感染症の流行による災難や危機的状況を指

す言葉。 

さ行 

サーキュラーエコノミー 

製品、素材、資源の価値を可能な限り長く保全・維持し、生産

と消費における資源の効率的な利用を促進することによって資

源利用に伴う環境影響を低減し、廃棄物の発生及び有害物質の

環境中への放出を最小限にする経済システムのこと。 

災害ケースマネジメント 

被災者一人ひとりの被災状況や生活状況の課題等を個別の相談

等により把握した上で、必要に応じ専門的な能力を持つ関係者

と連携しながら、当該課題等の解消に向けて継続的に支援する

ことにより、被災者の自立・生活再建が進むようにマネジメン

トする取組。 

再生可能エネルギー 

自然界の中から繰り返し取り出すことのできるエネルギー（自然エネ

ルギー）のこと。石油、石炭などの化石エネルギーと異なり、CO2

（二酸化炭素）を排出しないクリーンなエネルギー。 

サプライチェーン 

商品の企画・開発から、原材料や部品などの調達、生産、在庫

管理、配送、販売、消費までのプロセス全体を指し、商品が最

終消費者に届くまでの「供給の連鎖」のこと。 

参加支援 
本人や世帯の状態に寄り添い、社会とのつながりを段階的に回

復する支援。 

産業集積 
一つ、あるいは複数の産業に携わる企業群が地理的に集積し

て、一つの産業構造を形づくること。 

自己肯定感 
自分をかけがえのない存在として感じ、自分を大切にし、自分

らしさを力強く実現していこうとする態度や考え方。 

次世代クリーンエネルギー 

有限な資源である化石燃料に代わり、CO2 排出量が少ない、ま

たは CO2を排出しない新しいエネルギーのこと。再生可能エネ

ルギーや将来的に社会実装が期待される水素エネルギー等を含

む。 

次世代モビリティ 
自動運転に代表される先端テクノロジーを活用した進化型の移

動手段。 

自然共生社会 

生物多様性の維持・回復と持続可能な利用を通じて、生物多様

性の状態を現状以上に豊かなものとするとともに、生態系サー

ビスを将来にわたって享受できる「自然と共生する社会」のこ

と。 
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用語 説明 

自治会・町会 

住民が住んでいるその土地（地域）を仲立ちとして近隣関係に

ある住民が、お互いの助けあいと協力のもと住みよい環境をつ

くることを目的とし、自主的に結成する組織。 

自治体ＤＸ 
行政手続のデジタル化や行政内部のデータ連携などを通じて、

住民の利便性向上と業務効率化を図るもの。 

自治体ＳＤＧｓモデル事業 

ＳＤＧｓ未来都市の中で実施予定の先導的な取組として選定さ

れるもので、地方公共団体によるＳＤＧｓの基本的・総合的取

組の中でも特に注力的に実施する事業。また、ＳＤＧｓの理念

に沿った統合的取組により、経済・社会・環境の三側面におけ

る新しい価値創出を通して持続可能な開発を実現するポテンシ

ャルが高い先導的な取組であって、多様なステークホルダーと

の連携を通し、地域における自律的好循環が見込める事業のこ

と。 

自治体経営 
自治の権能を与えられた公の団体について、持てる資源を効果

的・効率的に配分し、活動を持続させること。 

指定管理者制度 

公共的団体に限らず民間事業者やＮＰＯ法人なども、地方自治

体の指定を受けて「公の施設」の管理を行うことができる制

度。施設の運営に民間の保有する多様な人材やノウハウを活用

することで、区民サービスの向上と効率的な運営を図ることを

目的としている。 

シティプロモーション 

区の直面している現状や課題を踏まえて地域ブランドを捉え直

し、内外にまちの魅力を発信することで、区のイメージや価値

を高め、人やモノなどを呼び込み、地域経済の活性化や住民協

働の醸成などにつなげる活動。広報活動やＰＲ活動を行うこと

などがその内容である。 

自転車ネットワークのミッシングリ

ンク 

自転車ネットワーク計画路線のうち、未整備区間によりネット

ワークが途切れ、連続性が確保されていない箇所のこと。 

児童虐待 

保護者によってこどもに加えられた行為の中で、こどもの心身

を傷つけ、健やかな成長発達を損なう行為。大きく４つ（①身

体的虐待、②育児放棄（ネグレクト）、③心理的虐待、④性的虐

待）に分類される。 

児童相談所 

区市町村と適切な役割分担・連携を図りつつ、こどもに関する

家庭その他からの相談に応じ、こどもが有する問題又はこども

の真のニ－ズ、こどもの置かれた環境の状況等を的確に捉え、

個々のこどもや家庭に最も効果的な援助を行い、もってこども

の福祉を図るとともに、その権利を擁護することを主たる目的

として都道府県等に設置される行政機関。 
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用語 説明 

シニアクラブ 
老後の生活を健全で豊かなものにするため、ボランティア、健

康の増進、生きがいを高めるための活動等を行う団体。 

社会的包摂（ソーシャルインクルー

ジョン） 

貧困や失業など様々な事情を背景に、社会から結果的に排除さ

れている人々の他者とのつながりを回復し、社会の相互的な関

係性の中に引き入れていこうという考え方。「社会的排除」の解

消を表す言葉。 

住工の調和 
工業の発展を図りながらも住環境への影響にも配慮して、工場

と住宅が共存し、調和した環境を築くこと。 

重層的支援会議 

社会福祉法に基づき、一つの制度利用や支援機関だけでは解決

が難しい課題を持つ区民（世帯）に対して、関係支援機関が集

まり、チームで支援する体制を検討する会議。 

重層的支援体制整備事業 

令和２年６月の社会福祉法の改正に伴い、地域住民の複雑化・

複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築する

ため、「包括的相談支援」「参加支援」「地域づくり支援」を一体

的に実施する事業のこと。 

住宅確保要配慮者 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

第２条で定められた低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、

子育て世帯、その他住宅の確保に特に配慮を要する者をいう。 

修復型まちづくり 

地域コミュニティを壊さずにまちづくりを着実に進めるため、

個別の事情を尊重し、協力が得られたところから道路拡幅や、

不燃化建替え等の事業を推進するまちづくり手法。 

終末期医療 

病気や老衰で余命がわずかな人たちの残りの人生を充実した豊

かなものにするケアのこと。人生の最期を自分らしく過ごし、

満足してそのときを迎えることを目的としている。 

受益者負担 

公共サービスの提供を行うには、施設の維持管理費や人件費な

どの経費が伴うため、サービスを利用する人（受益者）に応分

の対価を負担いただく考えのこと。 

主観的健康感 
医学的な健康状態ではなく、自らの健康状態を主観的に評価す

る指標。 

主体的な学習 

学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア形成の方向性と

関連付けながら、見通しを持って粘り強く取り組み、自己の学

習活動を振り返って次につなげていくような学び。 

循環型社会 

第一に製品等が廃棄物等となることを抑制し、第二に排出され

た廃棄物等についてはできるだけ資源として適正に利用し、最

後にどうしても利用できないものは適正に処分することが徹底

されることにより実現される、「天然資源の消費が抑制され、環

境への負荷ができる限り低減された社会」のこと。 
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省エネ 

「省エネルギー」の略。石油や石炭、天然ガスなど、限りある

エネルギー資源を守るため、エネルギーを無駄なく効率よく使

うこと。 

情操 

美しいもの、すぐれたものに接して感動する、情感豊かな心。

道徳的・芸術的・宗教的など、社会的価値を持った複雑な感情

のこと。 

食育 
様々な経験を通じ、「食」に関する知識と「食」を選択する力を

習得し、健全な食生活を実践できる人を育てること。 

食品ロス 

本来食べられるにもかかわらず廃棄される食べ物のこと。食品

ロスは、食品の生産、製造、販売、消費、廃棄等の各段階にお

いて発生する。食品ロス削減は、単に「まだ食べられるのにも

ったいない」だけではなく、ごみ量の削減や廃棄処理に伴う温

室効果ガス発生抑制など多くの課題解決につながる。 

新空港線 

平成 28年の交通政策審議会答申第 198号に示された「国際競

争力の強化に資する鉄道ネットワークのプロジェクト」に位置

付けられた鉄道路線の１つ。 

区内の東西交通の移動利便性向上、沿線まちづくりへの寄与、

羽田空港及び都心部、埼玉方面へのアクセス強化などの効果が

期待される。 

人工知能 

コンピューターで、記憶・推論・判断・学習など、人間の知的

機能を代行できるようにモデル化されたソフトウェア・システ

ム。ＡＩ。 

人口ピラミッド 国や地域の人口分布を、男女別・年齢別にグラフにしたもの。 

新耐震基準 昭和 56年６月１日に導入された耐震基準。 

垂直避難 
浸水位よりも建物等の床が高く、浸水に対する安全性の高い場

所に移動すること。 

スカム 

川底に堆積した汚濁物質が、有機物の分解などによって発生す

る硫化水素やメタンガスの浮力によって水面上に浮上したも

の。 

スタートアップ 新しい技術等を有し、成長をめざす企業のこと。 

ステークホルダー 利害関係を持つ人や組織。 

スポーツ健康都市 

区がめざすまちの姿を広く意思表示するために示した宣言の名

称。区民がスポーツを通じて健康で豊かに暮らし、賑わいと活

力に満ちているまちのこと。 

スポーツ推進委員 

スポーツ基本法に基づき、区におけるスポーツ推進のため、ス

ポーツ推進事業の実施に係る連絡調整並びにスポーツの実技指

導その他スポーツに関する指導及び助言を行う非常勤職員。 
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３ R
スリーアール

 

「リデュース（Reduce：ごみの発生抑制）」、「リユース

（Reuse：再使用）」、「リサイクル（Recycle：再生利用）」の頭

文字を取ったもので、「ごみを出さない」、「一度使って不要にな

った製品や部品を再び使う」、「出たごみはリサイクルする」こ

とを指す。 

生活習慣病 
食事や運動、休養、喫煙、飲酒などの生活習慣が深く関与し、

それらが発症の要因となる疾患の総称。 

生成ＡＩ 
大量のデータを学習し、文章や画像などを自動生成する人工知

能技術。新しいコンテンツを人間のように作り出す。 

成年後見制度 

認知症等により判断能力が低下した高齢者や知的障がい者、精

神障がい者に、本人の契約や各種手続を法律面で支援するとと

もに、適切な福祉サービスにつなげるなど生活面でも支援し、

本人の権利や財産を守る制度。 

生物多様性 

様々な生態系が存在すること、及び生物の種間・種内に様々な

差異が存在すること。今日、地球上には、多様な生物が存在す

るとともに、これを取り巻く大気、水、土壌等の環境の自然的

構成要素との相互作用によって多様な生態系が形成されてい

る。 

ゼロエミッション 
あらゆる廃棄物や原材料などを有効活用することにより、人間

の活動から発生する排出物を限りなくゼロにすること。 

創エネ 
太陽光発電、水力発電、風力発電等により電気を自ら創ること。

「創エネルギー」の略。 

た行 

体感治安 
刑法犯認知件数などでは測れない、区民の治安に関する認識の

こと。 

退職不補充 退職者に代わる新規採用を行わないこと。 

耐震性能照査 
地震に対して構造物の安全性がどの程度確保できているのかを

確認すること。 

高台 
浸水位よりも地盤や建物等の床が高く、浸水に対する安全性の

高い場所。 

脱炭素 
人の活動に伴って発生する温室効果ガスの排出量と森林等によ

る吸収量を均衡させ、排出量を実質ゼロにすること。 

多文化共生 

国籍や民族などが異なる人々が、互いの文化的違いを認めあ

い、対等な関係を築きながら、地域の中でともに暮らしていく

こと。 

団塊ジュニア世代 昭和 46年（1971年）から昭和 49年（1974 年）生まれの人。 
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男女共同参画 

男女がお互いに人権を尊重しあい、男性も女性も性別にかかわ

らず、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に

参画する機会が確保され、男女が均等に政治的、経済的、社会

的及び文化的利益を享受することができ、かつ、ともに責任を

担うこと。 

単独地中化 

各電線管理者が自らの費用で管路設備を敷設し、無電柱化する

方式のこと。管路等は道路占用物件として、電線管理者が管理

する。 

地域共生社会 

平成 28年６月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」

において示された考え方で、高齢者・障がい者・こどもなどす

べての人々が地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合う

ことができる社会のこと。 

地域コミュニティ 地域における協働意識を持った住民による社会。 

地域づくり支援 
地域における活動の活性化等を通じた、多様な地域活動が生ま

れやすい環境を整備する支援。 

地域包括ケアシステム 

高齢者等が、住み慣れた地域で自立した日常生活を送れるよ

う、医療、介護、介護予防、住まい、生活支援を一体的に提供

する仕組み。 

地域包括支援センター 

介護や生活支援が必要な高齢者等が住み慣れた地域で暮らし続

けられるように、医療、介護、保健の専門職が連携してサポー

トするための相談機関。 

地域旅客運送サービス 
路線ネットワークの構築や、運賃・ダイヤの改善の取組等を通

じて、地域公共交通の利用者の利便増進を図る事業。 

地域連携ネットワーク 

地域において、専門職団体や関係機関が連携体制を強化し、権

利擁護に関する支援の必要性や適切な支援内容の検討、支援等

を専門的な観点により多角的に行うネットワーク。 

蓄エネ 蓄電池等により電気を蓄えること。「蓄エネルギー」の略。 

中央図書館 

図書館サービス網の中核として地域図書館を統括するととも

に、時代の変化に応じたサービス向上に取り組めるよう、図書

館全体を牽引していくセンター的役割を持つ図書館。 

デジタル受発注プラットフォーム 

大田区企業の強みである「仲間まわし」及び試作・研究開発力

を活かしてより良質な案件獲得をめざす、デジタルツールを活

用した受発注相談の仕組みのこと。 

デジタルデバイド 
情報通信技術を利用できる活用能力や活用機会の有無によって

生じる格差のこと。 

テストベッド 新技術の開発における実証実験の場のこと。 

デマンド型交通 利用者のニーズに応じて柔軟な運行を行う公共交通の一形態。 
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電線共同溝 
設置及び管理を行う二以上の電力線、通信線等を収容するため

道路管理者が道路の地下に設ける施設のこと。 

東京ベイｅＳＧプロジェクト 
東京都が推進している、ベイエリアを舞台とした大規模な都市

開発及び再開発プロジェクト。 

特定空家 

空家等対策の推進に関する特別措置法第２条第２項に定められ

た、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれ

のある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適

切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なってい

る状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置すること

が不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

特定健診 

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、40歳～74歳の方

を対象として、保険者が実施することになっている健診。メタ

ボリックシンドロームの対策が目的の一つとなっているため

に、俗に「メタボ健診」と言われることもある。 

特別会計繰出金 
一般会計から特別会計に資金を繰り出す場合に、会計間の振替

支出の性格を持つ経費のこと。 

特別区交付金 

都及び特別区並びに特別区相互間の財源の均衡化を図り、特別

区の行政の自主的かつ計画的な運営を確保するため都が交付す

るもの。 

特別区債 

施設整備等の資金調達に伴い負担する債務（一会計年度を超え

るもの）、財政支出と財政収入の年度間調整や、住民負担の世代

間の公平のための調整を図ることを目的とするもの。 

都市計画 

適正な制限のもとに土地の合理的な利用が図られるべきことを

基本理念として、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るため

の土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計

画。 

な行 

仲間まわしネットワーク 

金属加工において、切削、穴あけ、研磨、メッキなどの各工程

を近くの工場にまわして、発注された製品を納品できる、工場

集積を特徴とした大田区ならではのネットワーク。 

認知症高齢者グループホーム 

認知症の高齢者に対して、家庭的な環境と地域住民との交流の

もと、入浴・排せつ・食事等の介護など日常生活上の世話及び

機能訓練を行い、能力に応じ自立した日常生活を営めるように

する共同生活住居。 
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ネイチャーポジティブ 

自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、反転

させること。凄まじい速度で生き物が絶滅しているなど「ネガ

ティブ」の状態を、生物の種の数が回復していくなど「ポジテ

ィブ」な状態にしていくこと。生物多様性国家戦略 2023-2030

（令和５年３月閣議決定）においては、令和 12年（2030年）

までにネイチャーポジティブを達成するという目標が掲げられ

ている。 

は行 

配分定数 各部局の所管する事務事業に係る職員数の合計。 

8 0 5 0
はちまるごーまる

問題 

ひきこもりの長期化により、こどもと親がともに高齢化し、社

会的孤立から生活が立ち行かなくなる問題のこと。80代の親が

ひきこもりの 50 代の子の生活を支える状況に代表される。 

羽田イノベーションシティ 

大田区が、羽田みらい開発株式会社と公民連携によりまちづく

りを進め、開業したまち（令和２年７月まち開き、令和５年 11

月グランドオープン）。 

羽田エアポートライン株式会社 

新空港線整備事業（第一期整備：矢口渡～京急蒲田間）の整備

主体となることを想定し、大田区と東急電鉄株式会社の出資に

より設立された会社。 

羽田空港跡地 

羽田空港の沖合展開事業及び再拡張事業の実施に伴い発生した

跡地。戦前までは行楽地として栄え、多くの人々が暮らすまち

があったが、戦後には連合国軍の接収によりこの地に暮らす

3,000人あまりの人々が 48時間以内に強制退去を強いられた歴

史がある。現「HANEDA
ハ ネ ダ

 GLOBAL
グ ロ ー バ ル

 WINGS
ウ イ ン グ ズ

」のこと。 

バリアフリー 
障がい者、高齢者などが社会生活を営む上で支障となる物理

的、社会的、制度的、心理的な様々な障壁を取り除くこと。 

ヒートアイランド現象 

都市独特の気象現象で、都市中心部の気温が局地的に高くなる

現象のこと。人口の都市への集中による大気を冷やす森林や畑

の減少、エアコンなどの人工的な排熱の増加で、都市部に熱が

溜まるために起こる。 

避難行動要支援者 

高齢者や障がいのある方など、災害が発生し、又は災害が発生

するおそれがある場合に自ら避難することが困難で、その円滑

かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する人。 

標準化死亡比 

人口構成の違いを除去して死亡率を比較するための指標。ある

集団の死亡率が、基準となる集団と比べてどのくらい高いかを

示す比。 
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福祉教育 

身の回りの人々や地域との関わりを通して、そこにどのような

福祉課題があるかを学び、その課題を解決する方法を考え、解

決のため行動する力を養うことを目的として行われる教育のこ

と。 

扶助費 
社会保障制度の一環として、生活困窮者の生活維持を図る目的

で支出される経費のこと。 

不燃化特区制度 

都内の木造住宅密集地域のうち、特に重点的・集中的に改善を

図る地区として東京都から指定された地区について、区と東京

都が連携し、建替え等の助成により不燃化を強力に推進して

「燃え広がらない・燃えない」まちづくりを進める制度。 

不燃領域率 

市街地の「燃えにくさ」を表す指標。建築物の不燃化や道路、

公園などの空地の状況から算出し、不燃領域率が 70％を超える

と市街地の焼失率はほぼゼロとなる。 

ふれあいパーク活動 

地域住民及び企業等のボランティアが、区と協働して公園を自

主的に管理することにより、公園が地域の財産として愛され、

有効に活用されることを目的とした活動。 

包括的相談支援 
本人や世帯の属性を問わず、包括的に相談を受けとめ、支援関

係機関全体で行う支援。 

法指定踏切 
踏切道改良促進法に基づき、「改良すべき踏切道」として指定さ

れている踏切。 

訪日リピーター 訪日回数が２回以上の外国人の来訪者のこと。 

ポストコロナ 
新型コロナウイルス感染症の拡大が収束した後の社会、経済、

文化、生活様式などを指す概念。 

ま行 

マーケティング力 

商品が大量かつ効率的に売れるように、市場調査・製造・輸

送・保管・販売・宣伝などの全過程にわたって行う企業活動の

総称。市場活動。販売戦略。 

マイクロプラスチック 

一般的に 5mm 未満とされる微細なプラスチック。不法投棄や

ポイ捨てされたプラスチック製品は、紫外線や海の波の力など

様々な自然環境によって劣化し、細かく砕かれてマイクロプラ

スチックとなる。マイクロプラスチックは非常に細かく、海中

や海岸から回収することは困難な上分解されないため、半永久

的に自然界に残る。海洋生態系への影響が懸念されており、世

界的な課題となっている。 
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用語 説明 

みどり 

大田区緑の基本計画グリーンプランおおたで用いる「みどり」

は、樹木、樹林、草地、草花などの「植物の緑」だけでなく、

河川や海、池沼などの「水辺空間」、さらには公園や広場、道

路、学校などの「公共空間」、家々の玄関先や庭、工場事業所、

農地などの「民間の緑の空間」に加え、そこに息づく様々な生

き物、まちなかの歴史・文化資源など、都市の環境、暮らし及

び文化などを支える幅広いもの。 

みどり率 

緑被率に、水面が占める面積の割合と公園内の緑で覆われてい

ない面積の割合を加えた割合。平成 12（2000）年 12月に東京

都が策定した「緑の東京計画」に取り入れられた指標。 

民生委員 

厚生労働大臣の委嘱により、高齢者、障がい者、ひとり親家庭

等の相談に応じ、援助を行い、社会福祉の増進に努める方々。

児童委員を兼ねる。 

や行 

ヤングケアラー 

本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常

的に行っているこどものこと。責任や負担の重さにより、学業

や友人関係などに影響が出てしまうことがある。 

ユニバーサルデザイン 

あらかじめ障がいの有無、年齢、性別、国籍等にかかわらず、

多様な人々が利用しやすいように考えて、都市や生活環境をデ

ザインすること。 

要介護・要支援認定 

介護保険サービスの利用希望者が、介護が必要な状態である

か、どれくらいの介護を必要としているかを介護認定審査会が

審査判定し、区が認定すること。介護保険の対象外の「非該

当」、予防的な支援が必要な「要支援１・２」、介護が必要な

「要介護１～５」の区分に分けられ、要介護５が最も介護が必

要な状態。 

要配慮者 

高齢者、障がいのある方、妊産婦、乳幼児・児童、日本語に不

慣れな外国人など、災害発生時に必要な情報の把握や一人で避

難することが難しく避難行動が遅れたり、慣れない避難生活に

よる病状等の悪化の可能性があるなど、避難生活などに配慮を

要する人。 

ら行 

ライフサイクルコスト 
建築物の企画・設計から解体までの間に発生する費用の合計の

こと。 

リーマンショック 
平成 20年に米国の投資銀行リーマン・ブラザーズが経営破綻し

たことをきっかけに起きた世界的な経済危機のこと。 
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用語 説明 

り災証明書 

地震、水害、風害など自然災害により住家に被害が生じた場

合、申請に基づき区が被害状況の確認のため現地調査等を行

い、確認できた被害の程度を証明する書類。 

緑被率 

緑の総量を把握する方法の一つで、航空写真等によって上空か

ら見たときのみどりに覆われている面積の割合のこと。森林・

樹林地のほか、草地や農地、公園や道路、学校などの公共公益

施設のみどり、住宅、工場などの民有地のみどり等が含まれ

る。 

レファレンス 

図書館利用者が学習・研究・調査を目的として必要な情報・資

料などを求めた際に、図書館員が情報そのものあるいは必要と

される資料を検索・提供・回答することによって、調査等を手

伝うこと。 

65 歳健康寿命 

65歳の人が何らかの障がいのために日常生活動作が制限される

までの年齢を平均的に表したもの。本指標では、障がいを要介

護２以上とする。 

65 歳平均余命 
65歳の人が平均してあと何年生きられるかの期待値。 

 

アルファベット 

ＡＩ 

人工知能のことをいい、判断や予測などの人間が行う知的な作

業をコンピューター上で実現する技術。Artificial Intelligence

の略。 

ＢＯＤ 

河川の水質汚濁の指標。水を汚している有機物を微生物が分解

するときに消費する酸素量の値。生物化学的酸素要求量

（Biochemical Oxygen Demand）の略。 

ＤＶ 

配偶者（同居の交際相手も含む）など親密な関係にある者、又

は以前親密な関係にあった者からふるわれる暴力のこと。身体

的暴力のほか、精神的暴力、経済的暴力、性的暴力などもＤＶ

に含まれる。ドメスティックバイオレンス（Domestic 

Violence）の略。 

ＤＸ 

デジタル技術の浸透により、人々の生活があらゆる面でよりよ

いものに変化していくこと。デジタル・トランスフォーメーシ

ョン（Digital Transformation）の略。 

ＥＢＰＭ 
合理的な根拠に基づいて政策を立案すること。Evidence-Based 

Policy Makingの略。 

HANEDA
ハ ネ ダ

 GLOBAL
グ ロ ー バ ル

 WINGS
ウ イ ン グ ズ

 

羽田イノベーションシティや都市計画公園をはじめとした羽田

空港及び市街地との近接性を有する「第１ゾーン」と、羽田エ

アポートガーデンやソラムナード羽田緑地など、国際線地区に

直結する「第２ゾーン」から成るエリアを指す。 
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用語 説明 

HANEDA×PiO 

大田区が羽田イノベーションシティ内に設置したイノベーショ

ン拠点。コワーキングスペースやイベントスペースの機能があ

り、交流からイノベーションを創出するためのスペース PiO 

PARK（交流空間）と社会課題の解決や新たなチャレンジに取

り組む企業等が入居するテナントゾーンがある。 

ＩＣＴ 
情報（Information）や通信（Communication）に関する技術

（Technology）の総称で、それぞれの頭文字を取ったもの。 

ＮＰＯ 

自発的、継続的に社会貢献活動を行う、営利を目的としない市

民活動団体やボランティア団体。特定非営利活動団体（Non 

Profit Organization）の略。 

ＰＢ 

公債費以外の歳出が、特別区債以外の歳入で賄われているかど

うかを見るものであり、基礎的財政収支とも呼ばれるもの。プ

ライマリーバランス（Primary Balance）の略。 

ＰＤＣＡ 

政策立案（Plan）、事業執行（Do）、検証・評価（Check）、見

直し（Action）のことで、それぞれの頭文字を取ったもの。Ｐ

ＤＣＡサイクルは典型的なマネジメントサイクルの一つであ

る。 

Recycle 廃棄物等を原材料やエネルギー源として有効利用すること。 

Reduce 
製品をつくる時に使う資源の量を少なくすることや廃棄物の発

生を抑制すること。 

Renewable 

再生可能な資源に替えること。例えば、プラスチック製の袋や

容器を、植物由来の素材で微生物により分解される性質も持つ

バイオマスプラスチック製に替えることなどを指す。 

Reuse 使用済み製品やその部品等を繰り返し使用すること。 

ＳＤＧｓ未来都市 

ＳＤＧｓの理念に沿った基本的・総合的取組を推進しようとす

る都市・地域の中から、特に、経済・社会・環境の三側面にお

ける新しい価値創出を通して持続可能な開発を実現するポテン

シャルが高い都市・地域として選定される内閣府の制度。 

ＳＮＳ 

インターネット上で社会的ネットワークを構築可能にするサー

ビス。ソ－シャルネットワーキングサービス（Social 

Networking Service）の略。 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大田区基本計画（素案） 

令和６年 12 月 

 

事務局 大田区 企画経営部 企画課 

〒144-8621 

東京都大田区蒲田五丁目 13番 14号 

電話：０３－５７４４－１７３５（直通） 

ＦＡＸ：０３－５７４４－１５０２ 


